長期予報の利活用に向けて（２）
平成１７年７月２４日

　日本気象予報士会「長期予報利活用研究会」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　酒井　重典

６　季節予報で主として用いる天気図など
毎日の天気予報で主として使われる天気図では、ある日ある時刻の天気や気温、気圧や風などの気象要素の状態を表現しています。ところが長期予報では、このような瞬間的な天気図や資料ではなく､１週間や１か月間あるいは３か月間など、長い期間で平均した「平均値／平均図／平均天気図」など用いています。また、このような平均値や平均図そのものばかりでなく、平年の状態（気候値）と比較してそれからの偏りである、「偏差値あるいは偏差図」がよく使われます。
長期予報において平均図や偏差図を使うのは主に次のような理由からです。

１か月や３か月先までのような長期予報の期間内には、いくつもの高気圧や低気圧が通過したり、あるいは前線などの影響も受けます。適切な期間内で平均することにより、一つひとつの高気圧・低気圧に伴う短周期的な成分は打ち消しあって、大規模場の成分だけが残ります。このような平均操作で得られるのが「平均図／平均天気図」です。例えばある月の１か月間の天候を理解するにあたっては、30日間の毎日の天気図を一枚一枚眺めて、高気圧や低気圧を追跡するのではなく､１か月分の天気図を１枚の図に重ね合わせて見ることに相当します。このような操作により、その１か月間に卓越した気圧配置が見えてきます。

また長期予報では、気温や降水量などの平年からの偏差値を予報の対象としています。従って、これを予報するための予測資料となる天気図等も、平年からの偏差である偏差図が都合がいいというわけです。

６－１　北半球500hPa天気図

長期予報作業では、主に半球規模の500hPa平均天気図を使います｡それは、500hPaの高度が対流圏のほぼ中間の高度にあたり、長期予報で対象とする大規模な大気全体の流れを代表していると見なされるからです。さらに500hPaの高度偏差と地上気温の偏差との相関が高いことによります。すなわち､一般に500hPaの高度場が平年より高い地域（正偏差域）は地上気温が平年よりも高い地域に対応し、逆に高度場の負偏差域は地上の気温が低い地域に対応しています。さらに大まかにいうと、500hPaの高度場の正偏差域と負偏差域との境目付近は、相対的な地上の前線帯と考えることもできます。

６－２　500hPa偏差図の見方

長期予報において500hPa高度場天気図を解析する場合には、実際の高度場を注意深く解析することはもちろんですが、偏差図の特徴にも注目する必要があります。

まず日本付近で正・負の偏差がどのように分布しているかは重要です。例えば、南側に正偏差、北側に負偏差域があれば東西指数は高指数で、偏西風は東西流型となり、温暖な天候が予想されます。その逆の分布であれば、低指数となり南北流が卓越しますので、寒気の南下ということが予想されます。また、大規模なリッジやトラフが日本の西側に位置するのか東側か、あるいはその強さが平年に比べて強いのか、弱いのかなどにも着目します。

長期予報では各気候要素の平年からの偏りを予想します。地上気温の偏差と500hPa高度場の偏差図との間には密接な関係がありますので、循環場の解析にあたっても500hPa高度場の偏差図に着目することになります。負の偏差域は高度場が平年より低いところであり、そこには平年より冷たい空気があることを意味します。一方正偏差場となっているところは高度場が平年より高いところで、暖かい空気があります。従って日本付近が負偏差場に覆われていれば地上付近では低温に、正偏差場に覆われていれば高温に対応しているはずです。

（１）　暖冬と寒冬をもたらす大気の流れの特徴
図６は暖冬と寒冬の500hPa高度場偏差図の違いを見ているところです。まず左側の図（暖冬）の特徴は、北極を中心に高緯度側は負偏差に覆われ、一方、日本付近およびアメリカ東部そしてヨーロッパなど中緯度帯は正偏差に覆われていることです。北半球の寒気は北極付近に留まったままで、中緯度側への流れ出しが非常に弱かったことを意味します。アリューシャン付近での低気圧の発達も平年に比べて弱かったため、冬型気圧配置は弱く全国的な暖冬となりました。
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右側（寒冬）の図を見ると、左側とは対照的な偏差分布になっています。高緯度側は正偏差の領域、中緯度帯は負偏差の領域となっています。本来なら北極付近にあるはずの寒気が中緯度側へと流れ出していたことを意味します。とくに日本付近から太平洋北部にかけては、平年よりもかなり冷たい空気が入り込んでいたことを示しています。　　　　　　　　　図６　暖冬パターンと寒冬パターン

（２）　冷夏と暑夏をもたらす大気の流れの特徴
図７は暑夏と冷夏の500hPa高度・高度偏差図です。右側の図が冷夏の1993年8月、左側が猛暑の1994年8月です。

冷夏（右側の図）を見ると、東シベリアとアラスカ湾およびグリンランド付近などに気圧の尾根（リッジ）があって、高緯度地域には正偏差が広がっています。地上天気図を見ると、この夏はオホーツク海高気圧が頻繁に現れ、同時に太平洋高気圧は平年に比べて南に偏っていました。

左側（暑夏）の図は、冷夏のパターンの裏返しという感じです。北極を中心に高緯[image: image2.png]


度地域には負偏差がまとまっています。これは、北半球の寒気が北極付近に留まったままで、中緯度側への流れ出していない状況です。一方、日本付近をはじめ中緯度帯は正偏差に覆われています。特に日本付　　　　　　　　図７　暑夏パターンと冷夏パターン

近に着目すると、亜熱帯高気圧が北日本の方まで盛り上がるように張り出しています。

７　季節予報でよく使われる用語類

用語類の中で、とくに季節予報の分野でよく使われるいくつかについて解説します。

７－１　循環指数
大気の大循環場の状態を簡便に見るために作られた指数です。特定の等圧面高度あるいは等圧面上の緯度間の高度差や、高度偏差などで表されます。長期予報関係では主に500hPa高度場を用いています。主なものとしては東西指数・極渦指数・東方海上高度指数・亜熱帯指数・沖縄高度指数・オホーツク高気圧指数・東方海上高度指数・西谷指数などがあります。

（１）　東西指数
偏西風の蛇行の程度を見る目安で、季節予報では最もよく使われる指数の一つです。
東西指数は緯度40度帯の平均高度の平年差から60度帯の平均高度差の平年差を引いて求めます。その対象領域は北半球全体や極東域（90E～170E）などであります。東西指数が正のときは高指数（東西流型）といい、偏西風の蛇行は小さく、東西の流れが卓越しています。一方、負のときは低指数（南北流型）で、偏西風の流れが比較的南北に蛇行している型です。
（２）　極うず指数
北極付近に形成される極うずの発達の程度を見る指数です。極うず指数は500hPa高度場で北緯70度と80度の高度偏差の和として求めます。これにより極付近の寒気蓄積の度合いを見ることができます。極うず指数が正（極付近の高度が高い）ということは、極の寒気が中緯度側に放出されている状況を、負（極付近の高度が低い）ならば、極付近に寒気が蓄積している状況であると判断します。
７－２　その他の主な用語類
（１）偏西風

極を中心にして西から東に向かって帯状に吹いている地球規模の西風。温度風の関係から南北の温度差が大きいほど上空の風は強くなります。季節予報ではこの偏西風の流れの特徴に注目します。

（２）ブロッキング現象

偏西風の蛇行が大きくなり、流れが分流してその状態が1週間程度以上続くことをいいます。偏西風の流れが南から北へ大きく蛇行したところにブロッキング高気圧が形成されます。その結果、偏西風流れを阻害し、異常高温や異常低温などが長く続くことから異常気象の原因ともなります。

（３）オホーツク海高気圧

暖候期にオホーツク海や千島付近に現れる低温で湿潤な停滞性の高気圧。特に梅雨期から夏に現れることが多く、北日本の太平洋側に低温で湿った北東の風（ヤマセ）を吹かせ、冷夏の要因の一つでもあります。

（４）亜熱帯高気圧

北半球では北緯20度～30度を中心に存在する高気圧で、夏期に発達します。赤道付近で上昇した気流が下降する場にあたり、中層および上層で高温・乾燥している背の高い高気圧です。
（５）チベット高気圧

北半球夏期のモンスーンに時期に、チベット高原上の対流圏上層に現れる高気圧。100hPa（およそ高度15～16km）天気図で明瞭に見られます。

（６）季節内変動
大気中のさまざま変動の中で、数週間から数か月程度の周期の現象を季節内変動としています。とくに熱帯域での対流活動活発域の変動のことをさしますが、その影響が中緯度大気へも影響してくることから、最近の長期予報ではとくに注目する現象です。季節予報資料の中にもよく出てきます。
（７）南方振動指数

エルニーニョ現象と関係の深い指数。貿易風の強さを見る指数で、南太平洋のタヒチとオーストラリアのダーウィンの地上気圧の差を求めて、指数としています。
エルニーニョ現象発生時には貿易風が弱くなり、南方振動指数がマイナスとなりがちです。

（８）ENSO(えんそ)

海の現象としてのエルニーニョと大気側の現象としての南方振動は、大気と海洋が関連しながら発生している同一の現象であるということから、それをまとめて表現したものです。

　El NinoとSouthern Oscillaion（南方振動）の頭文字をとっています。

（９）気候的出現率

季節予報では、気温、降水量等を「低い」「平年並」「高い」などの３つの階級に分け、それぞれの階級の起こる可能性を確率で表現しています。３つの階級は、1971〜2000年の30年間の資料から各階級の出現率が等分（それぞれ33％）となるように決めており、これを気候的出現率といいます。

（10）北暖西冷型

南北に長く、東日本で折れ曲がっている日本列島全体の気温分布の特徴を表現する場合の分布型の一つです。北日本が平年より暖かく西日本が平年より低い場合を「北暖西冷」といいます。この他に「北冷西暑」など、暖（暑）、冷，並を組み合わせて用います。

８　長期予報の確率予報の利活用について

長期予報における確率も基本的には短期予報の「降水確率」同じです。ただ降水確率は、「雨が降る」確率だけを表示していますが、長期予報における確率は、３つの階級それぞれの予想される出現確率を表しているので、少し複雑に感じられます。
たとえば１か月予報の気温の確率予報として[20％：30％：50％]と発表された場合、この確率予報はどのようなことを意味しているのでしょうか。この予報の場合、「高い」となる確率が50％と、もっとも大きくなっており、一番実現の可能性が大きい階級です。その一方で「低い」と「平年並」を合わせた確率も50％となっており、「低いか平年並」となる可能性も50％はあります。これではあまり情報としては価値がなさそうですが、見方を変えて「低い」となる可能性に着目しますと、その確率はわずか20％しかありません。つまり、「低い」となる可能性はきわめて小さく、80％の確率で平年並以上の気温を予想していることを表しています。
カテゴリー予報では“気温は高い”と断定的な表現となって、その予報が実現する可能性についての情報は含まれていませんが、確率をつけた長期予報では、予報の信頼度を表現していると同時に、その予報を利用するにあたっての危険率も合わせて表現していることになります。確率をつけた予報では、たくさんの数字が羅列されるので、幾分わずらわしくも感じられますが、それ以上に役に立つ情報が盛り込まれているということです。
８－１　確率予報の検証
確率予報を利用するには、その予報のパフォーマンスを理解しておかなければなりません。つまり確率の値が適切であったかどうかについて十分評価しておく必要があるということです。

確率値のつけ方が適切であれば、予報した各階級の出現する割合が確率値にほぼ等しくなるはずです。例えば、気温が60％の確率で「高い（低い）」と予報したケースが100回あったとしたときに、実際に「高く（低く）」なった割合が60回であったかどうかということです。当然のことですが予報した100回とも全て「高い(低い)」となったとすると、その予報システムによる確率値のつけ方が適切ではないということになります。
８－２　確率予報の利活用

（１）コスト/ロス　モデル
確率値Ｐ%の予報が100回発表されたとします。この予報により何らかの対策をとるという行動を起こした場合に、その対策のために毎回　Ｃの対策費を必要だとします。

100回のこの予報について、同じように対策をとるとすれば、
対策費の総計(Cost)は　Ｃｘ100　となります。
一方、この対策をとることにより毎回　Ｌ　の損失を軽減できるとすれば、100回の予報における、
損失軽減の総計(Los)は　ＬｘＰとなります。
従ってこの予報を使い、何らかのプラスの効果をあげたいという意思決定には、
Los　＞　Cost　であること、
つまり　　　　　P　＞　(C / L) x 100が条件となります。
この中の C / L　が　コスト・ロス比（ｘ100で％）です。
これからいえることは、コスト・ロス比が、予報された確率値（％）より小さいときには対策をとるほうが有利ということになります。
（２）確率予報の利用
これまでにも見てきたように長期予報の精度は短期予報に及びませんが、その確率的性質を利用することにより、種々の意思決定に有効な情報を引き出すことが出来ることは間違いありません。
天候の影響を大きく受ける農業においては、栽培品種の選定、播種・作付から水管理・施肥計画等の農事計画、収穫期の予測に至るまでの農業活動の全般にわたって季節予報が利用されています。また、製造業では商品の企画、原料・資材の手配、生産需給計画、販売計画等生産から販売までの工程全般にわたって季節予報が活用されています。
季節予報のように確率で表現された予報を、こうした目的のためにより上手に利用するためには確率の大きさによって対応を変えることが大切です。確率を利用することの有意性は、多数の例に適用した結果として得られるものです。
確率をつけた長期予報が十分な効果を発揮するためには、それぞれのユーザーが意思決定のための有効な応用モデルを作る必要があります。このような応用モデルは優れて工学的であり、気象学以外にそれぞれの分野の専門的な知識が必要なことはいうまでもありません。各分野におけるコスト・ロス比の把握など、そのためには各分野の共同の作業が必要です。
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